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番 号：131224 

国 名：アルジェリア 

担当部署：経済基盤開発部 運輸交通・情報通信第一課 

案件名：高等海運学校大学院教育・研究能力強化プロジェクト（チーフアドバイザー業務/海事教

育） 

 

１．担当業務、格付等 

（１）担当業務：チーフアドバイザー業務/海事教育 

（２）格 付：２号 

（３）業務の種類：専門家業務 
 

２．契約予定期間等 

（１）全体期間：2014年2月上旬から2015年2月上旬まで 

（２）業務Ｍ／Ｍ：国内 １．５０Ｍ／Ｍ、現地 ２．６７Ｍ／Ｍ、合計 ４．１７Ｍ／Ｍ 

（３）業務日数： 

派遣国 

期間（日数） 

準備期間 第 1次派遣 国内作業 第 2次派遣 

アルジェリア国 5 40 20 40 

 整理期間    

 5    

 

３．簡易プロポーザル等提出部数、期限、方法 

（１）簡易プロポーザル提出部数：１部 

（２）見積書提出部数：１部 

（３）提出期限：１月８日(12時まで) 

（４）提出方法：専用アドレス(e-propo@jica.go.jp)への電子データの提出、 

または調達部受付（JICA本部１Ｆ）への書類の提出 

 ※2013年10月2日以降の公示案件（業務実施契約（単独型）のみ）より、電子媒体による簡易プ

ロポーザルの提出を試行導入しています。提出方法等詳細については、JICAホームページ（ホ

ーム＞JICAについて＞調達情報＞お知らせ）をご覧ください。 

 

 

４．簡易プロポーザル評価項目及び配点 

（１）業務の実施方針等： 

①業務実施の基本方針 １６点 

②業務実施上のバックアップ体制等 ４点 

（２）業務従事者の経験能力等： 

①類似業務注の経験 ４０点 

②対象国又は同類似地域での業務経験 ８点 

③語学力 １６点 

④その他学位、資格等 １６点 

（計１００点） 

類似業務 海事教育・研究分野に係る各種業務  

対象国／類似地域 アルジェリア／全世界（本邦含む。） 

語学の種類 英語 

 

５．条件等 

（１）参加資格のない社等：特になし 
（２）必要予防接種：特になし 

mailto:e-propo@jica.go.jp
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６．業務の背景 

アルジェリアの高等海運学校大学院(Ecole Nationale Superieure Maritime、ENSM)は、1975

年にカナダの援助によって創設されて以来、アルジェリアで唯一の上級船舶職員養成機関として、

国営船会社の船舶職員養成の他、周辺諸国の学生受入を行い、年間のべ3,000人の教育･訓練を実

施している。 

ENSMに対して、JICAは1990年3月から4年間、技術協力プロジェクト｢ブー･イスマイル高等海運

学校プロジェクト」を実施し、専門家派遣や機材(レーダーシミュレータ、ディーゼルエンジンプ

ラント等)供与等により、ENSM内の既存の訓練コースの内容拡充を行った。また、JICAは、2005

年6月にフォローアップ協力を実施し、上記の技術プロジェクトで供与したレーダーシミュレータ

の更新等を行った。 

これまでに、アルジェリア独自の予算による教育設備の整備等が着実に実施されてきた結果、

ENSMは同国の産業人材育成計画において重要な地位を占めるとして、2009年9月に｢Grandes 

Ecoles(最高位の単科大学)｣に昇格する等、着実に発展している。 

一方で、2009年にJICAが現地調査を実施した結果、ENSMは大学教員数をある程度は確保してい

るものの、海事･海上安全分野の博士号を保持している教官が少なく、同分野に係る教育･研究の

質の確保等が十分ではないこと及び教官及び教官候補の人材に対する教育･研究能力の強化の必

要性が確認された。また、ENSMは2010年時点で、コンゴ (2名)、ガボン (2名)、セネガル (9名)、

カメルーン (1名)、コートジボワール (1名)から留学生を受け入れているが、国際的な教育･研究

機関として位置づけられ、今後とも発展するためには更なる教育･研究の質の向上等が必要である。 

かかる状況の下、ENSMが今後発展する上で、海事･海上安全分野の教育･研究の質の向上が喫緊

の課題となっていることから、アルジェリアは係る分野の技術協力を我が国に対して要請した。 

これを受け、JICAは2011年9月に詳細計画策定調査を実施し、先方と協力内容等について協議を

行った。その結果、ENSMをカウンターパート(C/P)機関として、海事･港湾分野の教育･研究の質の

向上を目的に、2012年2月から2015年1月までの3年間を協力期間として｢高等海運学校大学院教育･

研究能力強化プロジェクト｣(以下、本プロジェクト)の実施について合意し、その後、2012年2月

から2013年12月までに延べ4回の短期専門家派遣を行い、協力を実施している。 

なお、本プロジェクトは神戸大学大学院海事科学研究科と連携･協力(専門家派遣、研修受入等)

を実施している。神戸大学大学院海事科学研究科からの専門家派遣は年2回、各回3名、各2週間程

度で実施している。本専門家は、神戸大学大学院海事科学研究科との協力･連携の下、C/P機関の

海事･港湾分野の教育に係る助言、指導を行うとともに、技術協力の成果達成状況の管理等の本プ

ロジェクトのマネジメントの実施を行うことを目的とする。 

 

７．業務の内容 

本業務の実施に当たっては、プロジェクトの全体期間を踏まえ、担当期間内での成果の取りま

とめを行う。 

具体的な業務内容は以下のとおり。 

（１） 国内準備期間(2014年 1月下旬) 

ア 既存の情報等を基に、C/P機関に係る情報の整理を行う。 

イ JICA 経済基盤開発部、神戸大学大学院海事科学研究科等と派遣前打合せを行い、担当分野

である海事教育に係る業務行程、分析手法、資料入手方法、他専門家との役割分担等を確認･

検討する。 

ウ 第 1次業務計画書(和文、英文)を作成し、JICA 経済基盤開発部等に提出、説明する。 

エ JICA 経済基盤開発部等と打合せを行い、現地活動及び合同調整会議 (JCC：Joint 

Coordination Committee)開催のための事前準備等を行う。 

（２） 第 1次現地派遣期間(2014年 2月初旬～3月中旬) 

ア 第 1次業務計画書(英文)を、アルジェリア運輸省、C/P機関等に説明し、内容の確認を行う。 

イ C/P機関にてプロジェクトの進捗状況･成果等の確認を行う。 

ウ 神戸大学大学院海事科学研究科と連携･協力を行いつつ、C/P機関とともに海事･港湾分野の
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教育(シラバス･カリキュラム等)の改善案を作成し、合意を得る。 

エ 神戸大学大学院海事科学研究科と連携･協力を行いつつ、C/P機関による海事･港湾分野の教

育の改善(シラバス･カリキュラムの改訂等)への取り組み等に対する助言･指導等を行う。 

オ 2014 年 5 月頃に神戸大学大学院海事科学研究科にて実施を検討している本邦研修の企画に

必要な事項(ニーズ、研修生等)について、神戸大学大学院海事科学研究科と連携･協力を行い

つつ、情報収集･整理を行う。 

カ 2014年 11月上旬～12月中旬の第 2次現地活動でプロジェクト協力期間の終了が見込まれる

ところ、終了に向けた評価のための資料収集等を行う。 

キ 2014 年にアルジェリアで実施する第三国研修の企画に必要となる情報(参加国ニーズ、C/P

機関の貢献内容等)等を収集するとともに、その企画・立案を支援する。 

ク JCCの開催を支援し、JCCにてプロジェクトの進捗状況･成果等の発表を行う。 

ケ 現地派遣期間終了に際し、C/P機関に対し、業務の成果、助言等を含む現地業務結果報告書

(英文)を作成し、現地業務結果の報告を行う。 

コ その他、神戸大学大学院海事科学研究科と連携･協力しつつ、現地活動の進捗状況の管理や

業務に必要な調整を実施する。 

（３） 国内作業期間(2014年 5月上旬～8月下旬) 

ア 現地業務結果を JICA経済基盤開発部に報告する。 

イ JICA 経済基盤開発部、神戸大学大学院海事科学研究科等と打合せを行い、業務の進捗状況

及び今後の業務の方針等について確認する。 

ウ 2014 年 5 月頃に神戸大学大学院海事科学研究科にて実施を検討している本邦研修受け入れ

に係る支援を行う。 

エ 第 1次現地業務結果等を踏まえ、第 2次現地業務実施計画書(和文･英文)の修正を行う。 

（４） 第 2次現地派遣期間(2014年 11月上旬～12月中旬) 

ア 第 2次業務計画書(英文)を、アルジェリア運輸省、C/P機関等に説明し、内容の確認を行う。 

イ C/P機関にてプロジェクトの進捗状況･成果等の発表を行う。 

ウ 神戸大学大学院海事科学研究科と連携･協力を行いつつ、C/P機関とともに海事･港湾分野の

教育(シラバス･カリキュラム等)の改善案を作成し、合意を得る。 

エ 神戸大学大学院海事科学研究科と連携･協力を行いつつ、C/P機関による海事･港湾分野の教

育の改善(シラバス･カリキュラムの改訂等)への取り組み等に対する助言･指導等を行う。 

オ 2014年にアルジェリアで実施する第三国研修の開催を支援する。 

カ プロジェクト協力期間終了に向け、評価の取り纏めに協力し、終了後の自立発展性を確保す

るための方策等に対する助言・指導等を行う。 

キ 現地派遣期間終了に際し、アルジェリア運輸省及び C/P機関に対し、業務の成果、助言等を

含む現地業務結果報告書(英文)を作成し、報告を行う。 

ク その他、現地活動の進捗状況の管理や業務に必要な調整を実施する。 

（５） 帰国後整理期間(2014年 12月下旬) 

ア JICA 経済基盤開発部、神戸大学大学院海事科学研究科等と打合せを行い、プロジェクトの

現状と今後の方針等について確認する。 

イ 専門家業務完了報告書(和文)を作成し、JICA経済基盤開発部等に報告を行う。 

 

８．成果品等 

業務の実施過程で作成、提出する報告書等は以下のとおり。 

なお、本契約における成果品は（３）専門家業務完了報告書とする。 

（１）ワークプラン（各派遣時：英文１０部、和文４部） 

現地派遣期間中に実施する業務内容を関係者と共有するために作成。業務の具体的内容（案）

などを記載。 

（２）現地業務結果報告書（各派遣時：英文１０部） 

記載項目は以下のとおり。 

①業務の具体的内容 

②業務の達成状況 
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（３）専門家業務完了報告書（業務完了時：和文３部） 

記載項目は以下のとおり。 

①業務の具体的内容 

②業務の達成状況 

③業務実施上遭遇した課題とその対処 

④プロジェクト実施上での残された課題 

⑤その他 

 

体裁は簡易製本とし、電子データを併せて提出することとする。 

 

９．見積書作成に係る留意点 

本公示にかかる見積書の積算を行うにあたっては、「JICAコンサルタント等契約見積書作成の

手引き」（http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html）を参照願います。 

留意点は以下のとおり。 

（１）航空賃及び日当・宿泊料等 

航空賃及び日当・宿泊料等は契約に含みます（見積書に計上して下さい）。 

航空経路は、成田⇒パリ⇒アルジェ⇒パリ⇒成田を標準とします。 

 

10．特記事項 

（１）業務日程／執務環境 

①現地業務日程 

現地派遣期間は2014年2月～3月、2014年11月～12月を予定していますが、先方実施機関

との日程調整等により変更の可能性があります。 

②現地での業務体制 

本業務に係る現地プロジェクトチームの構成は、以下のとおりです（本業務の現地作業

期間に派遣されている専門家のみ記載しています）。 

・リスクマネジメント（短期派遣専門家、神戸大学大学院海事科学研究科） 

・海事法規（短期派遣専門家、神戸大学大学院海事科学研究科） 

・海事経済（短期派遣専門家、神戸大学大学院海事科学研究科） 

・港湾管理（短期派遣専門家、神戸大学大学院海事科学研究科） 

③便宜供与内容 

当機構による便宜供与事項は以下のとおりです。 

ア）  空港送迎 

あり 

イ）  宿舎手配 

あり 

ウ）  車両借上げ 

必要な移動に係る車両の提供（市外地域への移動を含む。） 

エ）  通訳傭上 

なし 

オ）  現地日程のアレンジ 

なし 

カ）  執務スペースの提供 

ENSM内における執務スペース提供（ネット環境あり） 

 

（２）参考資料 

①本業務に関する以下の資料を当機構経済基盤開発部運輸交通・情報通信第一課

（TEL:03-5226-8142）にて配布します。 

・プロジェクトが作成した現地活動報告書 

 

http://www.jica.go.jp/announce/manual/guideline/consultant/quotation.html
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②本業務に関する以下の資料が当機構のウェブサイトで公開されています。 

・プロジェクト基本情報

（http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWParentSearch/A6FAB91036BF7AE

64925795E0079F631?OpenDocument&pv=VW02040102） 

（ナレッジサイトトップ＞プロジェクト情報＞スキーム別＆国別一覧＞プロジェクト基

本情報） 

 

（３）その他 

①業務実施契約（単独型）については、単独（１名）の業務従事者の提案を求めている制度

ですので、複数の業務従事者によるプロポーザルは無効とさせて頂きます。 

②本プロジェクトにおける専門家派遣は神戸大学大学院海事科学研究科から派遣予定の直営

専門家も含めて短期のシャトル型専門家派遣となることから、C/P機関等とメール等も含め

て十分なコミュニケーションを行い、意思疎通を図ること。 

③本プロジェクトは神戸大学大学院海事科学研究科と連携・協力（専門家派遣、研修受入等）

により技術協力を行うことから、関係者との意思疎通や調整は十分に行うこと。 

 

以上 

http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWParentSearch/A6FAB91036BF7AE64925795E0079F631?OpenDocument&pv=VW02040102
http://gwweb.jica.go.jp/km/ProjectView.nsf/VIEWParentSearch/A6FAB91036BF7AE64925795E0079F631?OpenDocument&pv=VW02040102

